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要 旨 

反復購買で製品の 使用経験が多い 成熟した消費者は、 ニーズが潜在的かつ 多様であ り、 バラ ェ ティ・ 

シーキング購買行動を 取る傾向があ る。 この ょう な消費者向けの 製品開発で市場調査を 利用すると、 研 

究成果の確実性は 高まるが、 革新性は低下すると 推察される。 その場合に企業は、 製品に変化を 求める 

消費者に応えるため、 革新性を重視する 必要が生じる。 そこで成熟市場の 研究開発では、 市場調査結果 

に依存せず、 現場の自由度の 高い研究マネジメントで 革新性を高めながら、 確実性を補 う 工夫がなされ 

るとの仮説を 立てた。 しかし少数サンプルのアンケートでは、 市場調査結果を 重視する企業が 多かった。 

但し、 事例研究の結果、 市場調査結果に 依存しない企業では、 研究初期段階から 多様な人材が 協働 し、 

目標管理を徹底して 確実性を高める 工夫がなされ、 仮説に沿 う 事例が見られた。 一方、 市場調査結果を 

重視する企業では、 研究現場の自由度を 確保して革新性を 高める工夫が 見られた。 

キーワード :  研究プロセス、 研究組織マネジメント、 ニーズ、 消費者行動、 成熟市場 

] . 緒言 競合の有無で 4 タイプに類型化し、 それぞれに 適 

研究開発のプロセスは、 ニーズの明確さに 合わ するマネ 、 ジメントが検討されている。 2 それによ 

せて変化してきた。 1 新しい科学技術が 研究開発 れば、 ニーズが明確な 場合はマーケット・イン 型、 

の主要な原動力と 捉えられ、 研究 づ 開発 つ 製造づ 不明確な場合は 技術シーズ主導型の 研究開発が 

販売の一方向で 進むプロセスであ る「リニアモ デ 提案されている。 

ル」が 標傍 された時代もあ る。 しかし、 この モデ 

ルが 成立するのは、 一般的な研究者でも 消費者の 2. 消費者行動の 類型とニーズの 明確さ 

ニーズが明確に 理解できる場合に 限られる。 ニ一 ニーズの明確さを 決定する大きな 要因として、 

ズが 不明確であ る場合は、 自然科学研究と 密接に 消費者行動の 特性があ る。 消費者行動は、 購買関 

連携しながらも、 市場調査などによって 市場を発 与 度 と製品判断力という 2 つの概念により、 4 タ 

見する「連鎖モデル」が 有効であ ると言われてい イプに類型化できる。 3 購買関与 度 とは、 消費者 

る 。 更に、 ニーズ予測の 不確実性が高い 場合は 、 の 価値体系における 当該製品の重要性であ り、 消 

仮説で開発した 新製品。 を実際の市場で 試す「市場 賛者が製品に 対して感じる 関心の高さと 考えて 

実験モデル」 や 、 消費者と協働して 研究開発をお よい。 一方、 製品判断力は 情報量に関わる 概念で 

こ な う 「インタラクティブモデル」が 提案されて あ り、 消費者が使いこなせる 製品知識の量と 考え 

いる。 また、 研究開発の性質をニーズの 明確さと てよい。 これら 2 つの概念で類型化された 4 タイ 
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プの 消費者行動特性として、 ニーズ、 購買双の探 必要があ る。 

素意欲、 購買行動パターンを 図表 - 1 に示す。 このように、 研究開発プロセスに 影響を及ぼす 

購買関与 度高 
ニーズの明確さは、 消費者行動の 類型によって 変 

化する。 特に、 企業側からみてニーズが 不明確で 
セル 2 セルⅠ 
高 関与・ 低 判断力 一 。 あ る理由が、 ニーズの多様性であ るか、 ニーズの 

潜在性であ るかは区別する 必要があ る。 製品 ニーズ 探索意欲古 顕在的画一的ニーズ い田 探索意欲古い 顕在的多様 向 製白 

半 ]  購買行劫 : 不協和の低減 購買行動 : 複雑     

低 関与・ 低 判断力 低 関与・ 高 判断力   消費者が反復購買により、 製品の使用経験を 増 
J 氏 同 

ニーズ : 画一的な消極ニーズニーズ : 潜在的、 多様 
して成熟化すると、 セル 4 の特性を示す。 消費者 

探索意欲 : 低い 探索意欲 : 低 い 
購買行劫 :/ 汚エテ イシーキンク 

行動は多くの 場合、 セル 2 からセル 4 へ 変化する 
購買行劫 : 晋遁的 

傾向があ ること、 また、 セル 4 のニーズは潜在的 
購買関与 度低 かつ多様で、 製品開発の課題が 多いと思われるこ 

図表 - 1 消費者行動の 類型と特性 とから、 本研究ではセル 4 の消費者行動に 適合す 

る研究開発プロセスを 検討した。 

購買関与良が 高い場合、 消費者は自らが 抱いて 企業の研究開発は、 新製品で事業成果を 得るこ 

いるニーズ や 、 特定のモノに 向けた欲求 ( ウオン とが目的であ る。 つまり、 研究成果の確実性と 革 

、 ソ ) を認識しており、 企業側の立場でもニーズは 新性を両立する 必要があ り、 その具体的行動とし 

顕在化しやすい。 その時、 製品判断力が 低いセル て、 研究開発における 市場調査結果の 利用があ る。 

2 では、 ニーズは画一的であ り、 最も明確化され 市場調査結果によって 新製品の受容性を 把握す 

やすい。 一方、 製品判断力が 高いセルⅠは 、 ニ一 れば、 研究成果の確実性が 高まる。 しかし、 革新 

ズは 多様であ り、 相対的に不明確であ る。 また、   性は一概には 高まらない。 今回の研究対象であ る 

購買関与 度 が高いと、 消費者は購買双の 情報探索 セル 4 の場合、 自らのニーズを 認識不足な消費者 

意欲が旺 盛であ り、 新製品情報は 消費者から積極 に調査しても、 既存製品の延長上に 留まるニーズ 

的に探索される。 しか得られず、 革新性は低下すると 推察される。 

購買関与良が 低い場合、 ニーズは消費者自身で セル 4 の確実性と革新性のトレード・オフの 中 

すら認識していないため、 潜在的であ る。 ここで、 で企業は、 消費者の バラェ ティ・シーキンバの 要 

製品判断力が 低いセル 3 は、 現行製品の機能をよ 求に応えるために、 革新性を重視すべきであ る。 

り 安価に手に入れたいという、 画一的で消極的な よって、 研究開発の初期段階で 市場調査結果に 依 

ニーズしか生まれにくく、 消費者は習慣的な 購買 存せず、 自社の仮説を 重視する「市場実験モデル」 

行動を取る。 一方、 製品判断力が 高いセル 4 は 、 が 適すると言える。 但し、 購買双の探索意欲が 低 

ニーズは潜在的だが 多様であ る。 その結果、 消費 いため、 市場実験はマス・マーケティンバとなる 

者は製品に変化を 求めて、 ブ                                 が、 競合企業への 情報漏洩が生じるため、 事実上、 

頻繁におこな うバラェ ティ・シーキンバ 購買行動 市場実験は困難になると 考えられる。 

を 取る。 4 また、 購買双の探索意欲は 消極的であ 以上の考察から、 セル 4 の消費者行動に 適合す 

り、 企業は新製品情報を 認知させるために、 広告 る研究開発プロセスの 仮説として以下を 導いた。 

宣伝の大量投下や、 小売店頭スペースを 確保する 企業は、 研究開発の意思決定で 市場調査結果に 依 
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存せず、 現場の自由度の 高い研究組織マネ 、 ジメン ]00% 

トで 研究成果の革新性を 高める必要があ る。 また、 80% 

市場実験を不要にするために、 確実性を補 う 研究 惜 60% 
闘 Ⅰ 

マネ 、 ジメントの工夫が 必要であ る。 回 40% 

20% 

4. 企業の研究開発の 実態調査結果 
0% 

口 やや重視する 

之 あ まり重視しない   

仮説の検証を 試みるために、 アンケート調査と 

注目企業の事例研究をおこなった。 

4 一 ] . アンケート調査結果 

対象顧客がセル 4 に該当すると 考えられる公開 

企業 65 社を対象にアンケート 調査した結果、 8 

社から回答を 得た ( 回収率 12%) 。 その結果を図 

① ② ③ ④ ⑤ 
研究開発ステージ 

  

図表 -2 研究開発における 市場調査結果の 重視 度 

100% 
表 -2 、 図表 -3 に示す。 

サンプルがごく 少数であ るため、 統計的な議論 80% 

はできないが、 回答企業の多くが、 研究開発の初 弗照 60% 

期 段階から市場調査結果を 重視していた。 セル 4 回 40% 

に限らず幅広い 産業分野の企業 335 社を対象とす 20% 

る 先行調査 5 でも、 90.7% が市場・顧客情報を 積 0% 

田 やや合致する 

Ⅰあ まり合致しない 

  合致しない   

極 的に収集していると 回答しており、 今回の結果 研究員に まずやって 商品化に失敗 
自由裁ヨ時間を みようという した技術も 

はこれに類似する。 提供している 風土があ る 他 部門で継続する 

また、 今回の調査で 半数の企業が 研究現場に自 図表 - 3  研究現場に対する 自由裁量の提供 

由裁量を提供しており、 商品化に失敗しても 他部 

門 で研究を継続することで、 実質的に自由度の 高 
自由裁且の提供 

ぃ 研究活動がなされる 工夫が見られた。 
する ( 創 発的 )  しない ( 統制的 ) 

この結果から、 研究開発における 市場調査結果 市場調査結果重視 タイプⅠ 
タイプⅡ 

の 重視 度と 、 自由裁量提供の 有無により、 回答 企 
自社の仮説重視 ( 該当なし ) 

業を図表 -4 の通り 3 タイプに分類した。 
タイフⅢ 

4 一 2. 事例研究結果 図表 -4  回答企業の分類 

注目企業として A 社 ( タイプⅢ ) 、 および B 社 

( タイプ 1) を選定し、 コーポレート 研究所の所 タイプⅢの A 社は、 公式のプロジェクト 制によ 長 、 研究企画部長に 対するインタビュ 一調査をお @ 研究開発の初期段階から 研究・企画・ 生産・ 

こ なった。 セル 4 で自社の仮説を 重視し、 統制的 販売の職能 刑 部門が関わり、 設定した開発目標の 

管理をおこな う タイプⅢは、 仮説に沿 う ケースと 下に統制的管理をおこなっていた。 研究員の報酬 

して注目した。 また、 多数を占めた 市場調査結果 は成果連動制で、 事前に設定された 事業貢献目標 

を 重視する企業の 内、 創発的管理をおこな う タイ の達成度を評価していた。 また、 マーケティン 

プ Ⅰは、 確実性と革新性を 両立する取り 組みの ケ グ ・キャリアのあ る人材を研究部門に 配置してい 

一ス として注目した。 た 。 これは、 自然科学系の 大学を卒業後、 販売部 
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門人員として 採用され、 企画・販売の 業務経験を 
部門間コラボレーション 
      

制度的コントロール 
      

積んだ人材を、 社内公募制度によって 自発的に研 多 い 

究 部門へ人事異動している。 先行研究 6 によれば、 

研究部門とマーケティンバ 部門でキャリアが 相 少ない 

互に冗長的であ ると、 顧客情報の活用が 促進され 

る 。 但し、 研究キャリアのあ るマーケッタ 一の事 
部分列 m 使 部分 効 m 使 

例は多いが、 マーケティンバ・キャリアのあ る 研 
過去との っが がり 

充員の事例は 、 極めて稀有と 報告されている。 

一方、 タイプ I の B 社は、 研究開発の初期段階 重視する   では、 主に研究部門のみが 関わり、 自由裁量を提 

供して創発的管理をおこなっていた。 研究員の 報 重視しない 

酬は 、 事実上成果に 連動させず、 研究成果の技術 

的 進歩を事後評価しており、 目標管理制度には 否 
    
部分 効 m 使 部分 効 m 値 

定 的であ った。       A 社 ( タイプⅠ 田       田主 ( タイプ 1) 

また、 コンジョイント 分析により、 研究開発 て 図表 -5  マネジメント 課題の水準ごとの 部分効用 値 

ネ、 ジメントで直面する 典型的な 4 つの課題の相対 

竹重要度を調査した。 4 つの課題は先行研究 7 で 6. 結論 

抽出された項目をそのまま 用いた。 その結果、 タ セル 4 では、 市場調査結果を 重視する企業が 多 

イプ m の A 社は、 職能加部門間のコラボレーショ かった。 但し、 少数だが本研究の 仮説に沿 う 事例 

ンを 多くおこない、 初期段階で設定した 開発目標 がみられ、 自社の仮説を 重視する企業では、 研究 

へ 強くコミットすることを 重視していた。 一方、 初期段階から 多様な人材が 協働 し 、 目標管理を徹 

タイプⅠの B 社は、 創発的管理で、 部門間コラボ 広 して確実性を 高める工夫があ った。 また、 市場 

レーションを 多くすることを 重視していた。 結果 調査結果を重視する 企業では、 研究現場の自由度 

を 図表 -5 に示す。 を 確保して革新性を 高める工夫がみられた。 
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